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○ 道では、昨年11月の鈴木知事のベトナム訪問において、標記の覚書締結

概 要 について基本的な合意をし、これまでベトナム政府との間で協議を行って

きたところですが、このたび、８月９日付けで、ベトナム労働・傷病兵・

社会問題省海外労働管理局との調整が整い、別添のとおり覚書が締結され

ましたので、お知らせします。

１ 目的

覚書の締結により、ベトナム人技術者・技能者（以下、「ベトナム人材」）

の送り出し・受入れを促進する。

２ 覚書の概要（主な連携事項）

別添のとおり

参 考

報 道 ( 取 材 )

に 当 た っ て

の お 願 い

他 の ク ラ ブ 同 時 配 付 (場所)

と の 関 係 同 時 レ ク

担 当 総合政策部国際局国際課（担当者：池田）

（ 連 絡 先 ） ＴＥＬ ダイヤルイン ０１１－２０４－５９３７ 内線２１－０２６

公用スマホ ０１１－５８５－６１０４ 内線４０３０５



ベトナム社会主義共和国労働・傷病兵・社会問題省海外労働管理局 

との人材育成の協力促進に関する覚書締結について 

令和６年(2024 年)８月 

北海道総合政策部国際局国際課

目 的 

ベトナム政府において、労働政策を担う「労働・傷病兵・社会問題省海外労働管理局」と、

人材育成の協力促進についての覚書を締結し、ベトナム人技術者・技能者（以下、「ベトナム

人材」という。）の送出し・受入れを促進する。 

 

背 景 

 ・本道では、人口減少や少子高齢化が進み、さまざまな産業や地域で人手不足が深刻化 

・道内の外国人労働者はベトナム人材が最も多く（令和 5 年 10 月 11,565 人）、そのうち技能実習生 

が最多（令和 5 年 10 月 8,139 人） 

・道内外の監理団体（令和 5 年 10 月 60 団体）のベトナム人材の受入拡大意欲が高い。 

・昨年１１月の鈴木知事のベトナム訪問において、覚書の締結について基本的な合意をし、

これまでベトナム政府との間で協議を行ってきたところであり、この度協議が整い、 

覚書を締結。 

  

覚書の概要  

【連携先】 

 ベトナム社会主義共和国 労働・傷病兵・社会問題省海外労働管理局 

【主な連携事項】 

 ・ 北海道に来るベトナム人材の送出し・受入れに対して、イベント、セミナーなど双方

の機能・任務に従い協力して取り組む。 

 ・ 新制度下でも来道するベトナム人材のため、安心して働ける環境づくりに取り組む。 

 

締結の効果  

覚書に基づき両者が連携して取組を実施 

本道で安心して働ける環境づくり 

イベント、セミナーなどの開催 

 

北海道にいるベトナム人材の満足度の向上 

ベトナムにいる人材の北海道についての認知度向上 

 

本道におけるベトナム人材の受入れが促進 

本道企業の円滑な受入れ・人材確保 



 
 

ベトナム社会主義共和国労働・傷病兵・社会問題省海外労働管

理局と日本国北海道との人材育成の協力促進に関する覚書 
 

ベトナム社会主義共和国労働傷病兵社会省海外労働管理局と日本国北

海道（以下「双方」という）は、「技能実習制度」やそれに類似する制度、「特

定技能制度」及び「技術者・技能者」の送り出しを通じた人材育成について、

友好的な関係及び共通の関心を持っていることを認識し、以下の事項につ

いて誠意をもって努力することを確認した。 

 

第１条 目的 

この覚書は、双方がそれぞれの国の法令に従い、ベトナム及び日本の間

における「技能実習制度」やそれに類似する制度、「特定技能制度」及び

「技術者・技能者」の発展に貢献するため、より効果的に協力し、双方の強

みを最大限に生かし、双方が共同で努力することを目的としている。 

 

第２条 連携事項 

1. 双方は、ベトナムから北海道への技能実習生、特定技能者及び技術

者・技能者の送出し及び受入れを、両国の法律及び双方の機能・任務

に従って支援する。 

2. 北海道は、ベトナムから北海道への技能実習生、特定技能者及び技術

者・技能者の安全・安心な就労環境づくりを支援する。 

3. 北海道は、技能実習生、特定技能者及び技術者・技能者が、積雪や寒

冷な気象条件の影響を受ける職域において、安定的に就労できる環境

づくりに努める。 

 

第３条 運用方法 

1. 双方は、技能実習生、特定技能者及び技術者・技能者の派遣・受入れ

の実施に関する有益な情報を共有する。また、ベトナムから北海道への

技能実習生、特定技能者及び技術者・技能者の送出し及び受入れにお

いて生じる問題の解決に努める。 

2. 上記の情報共有活動は、郵便、電子メール、または両者間の会議を通じ

て行うことができる。 

 

第４条 担当窓口 

1. 海外労働管理局の連絡先は、日本・東南アジア担当課とする。 

2. 北海道の窓口は総合政策部国際局とする。 
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第５条 運用費用 

本覚書第 2条に規定された協力活動を実施するための費用は、各自が負

担するものとする。 

 

第６条 有効期間 

この覚書は署名日から 5 年間有効とし、有効期限の 6 ヶ月前までに双方

により書面で本覚書を終了する意図が表明されない場合、自動的に 1 年間

延長される。 

 

第７条 一般条項 

1. この覚書の改訂または補遺は、双方の合意後に書面にて行われる。改

訂または補遺は覚書の不可欠な一部である。 

2. この覚書の終了は、この覚書の枠組みの下で実施されている活動を中断

させたり、影響を与えたりするものではない。 

3. 本覚書は、国際法に基づくベトナム社会主義共和国及び日本の権利及

び義務を発生させ、又は変更するものではなく、双方を法的に拘束する

ものではない。 

4. 本覚書の調印及び履行は、両国の法律に従い、両国が加盟する国際条

約に反せず、それぞれの権限に従うものとする。 

5. 双方は、本覚書の解釈、採択、実施に関連するあらゆる意見の相違につ

いて、友好的な解決策を追求することを約束する。 

 

この覚書は、英語で 2 部作成され、ベトナム社会主義共和国ハノイにて

2024年８月９日、日本北海道にて2024年７月４日に、同じ価値を有する英語

の原本２部に署名された。 

 

ベトナム社会主義共和国 

労働・傷病兵・社会問題省 

海外労働管理局 代表者 

 

 

                   

トン ハイ ナム 

海外労働管理局長 

 

日本国北海道 

代表者 

 

 

 

                   

鈴木 直道 

知事  

 
 


